
平成28年度最終補正予算（案）

Ⅰ 補正予算編成の基本的考え⽅

（１）補正予算の規模

区 分 今 回 補 正 既 定 予 算 計

⼀ 般 会 計 ▲ ２５０ 億円 ７兆 ２８６ 億円 ７兆 ３６ 億円

特 別 会 計 ▲ ２４８ 億円 ４兆４，５３９ 億円 ４兆４，２９２ 億円

公 営 企 業 会 計 ― ２兆１，９１１ 億円 ２兆１，９１１ 億円

計 ▲ ４９７ 億円 １３兆６，７３６ 億円 １３兆６，２３９ 億円

今回補正
⼀般財源 特定財源

都税 地⽅譲与税 国庫⽀出⾦ 繰⼊⾦ 都債 繰越⾦ その他

億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円

▲ ２５０ １３２ ▲ ９５ ▲ ３７９ ▲ ２８３ ▲ ６４２ ９１９ ９９

 現時点で執⾏しないことが明らかな不⽤額の精査などにより⽣み出された財源を積極的に活⽤

し、市町村に対する財政⽀援の拡充や、今後の財政需要に対する備えとして基⾦への積⽴を⾏

います。

 この他、都⺠⽣活に関わる必要な事項について、所要の経費を計上します。

Ⅱ 財政規模

（２）補正予算の財源（⼀般会計）
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① 歳⼊の精査（▲２５０億円）

Ⅲ 平成28年度最終補正予算の内容

 都税収⼊等の状況

 都税等 ３７億円

 繰越⾦ ９１９億円

 東京オリンピック・パラリンピック競技⼤会組織委員会出捐⾦返還収⼊ ５７億円

 その他の歳⼊ ▲ １，２６２億円

企業収益が堅調に推移していることを背景に、都税は５年連続の増収となります。

組織委員会への出捐⾦の返還に伴う歳⼊の増を補正します。

歳出不⽤額の精査に伴う歳⼊の減や、事業進捗などに伴う歳⼊の増を補正します。

区 分 平 成 2 8 年 度
最 終 補 正 後

平 成 2 8 年 度
当 初 予 算 増 ▲ 減

都 税 ５兆２，２１５ 億円 ５兆２，０８３億円 １３２ 億円

う ち 法 ⼈ ⼆ 税 １兆８，７４７ 億円 １兆８，１２６億円 ６２１ 億円

うち個⼈都⺠税 ８，８０４ 億円 ９，２９４億円 ▲ ４９０ 億円

地⽅法⼈特別譲与税 ２，３１８ 億円 ２，４１３億円 ▲ ９５ 億円

合 計 ５兆４，５３３ 億円 ５兆４，４９６億円 ３７ 億円
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② 歳出の精査（▲３，３５１億円）

 予算の執⾏状況の精査 ▲３，５５５億円

 税収増などに伴う義務的な経費 １７６億円

予算の執⾏状況の総点検を⾏い、現時点において不⽤額となることが明らかな事項などを精査します。

・給与費の精査

・契約差⾦、補助⾦の交付実績の減 など

・税連動経費（区市町村への交付⾦など）の増

・財政調整基⾦への義務積⽴

・国庫⽀出⾦返納⾦

 その他補正が必要な事項 ２７億円
・地域医療介護総合確保基⾦の積⽴ など

③ 市町村の緊急課題等への対応（１０億円）

 市町村総合交付⾦ １０億円
市町村の緊急的な課題等への対応を⽀援するため、市町村に対する総合的な財政⽀援の拡充（既定予
算額４９０億円から５００億円への拡充）を⾏います。

④ 基⾦の積⽴（①－②－③）（３，０９２億円）

 福祉先進都市実現基⾦ ２，０3５億円

 【新規】イノベーション創出基⾦（仮称） ３００億円

福祉先進都市の実現に向けた安定的な施策展開を図るため、基⾦を積み⽴てます。

東京の更なる成⻑に向けた新たなイノベーションの創出を図るため、基⾦を創設します。

歳出の精査等により⽣み出された財源を、将来の財政需要への備えとして、福祉先進都市実現基⾦など
へ積み⽴てるとともに、無電柱化の推進やイノベーションの創出を図るための基⾦を創設します。

 【新規】無電柱化推進基⾦（仮称） ７００億円
都市防災機能の強化、安全で快適な歩⾏空間の確保及び良好な都市景観の創出に向けて無電柱化を推
進するため、基⾦を創設します。

 東京オリンピック・パラリンピック開催準備基⾦ ５７億円
東京2020⼤会の開催準備を進めるため、基⾦を積み⽴てます。
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特別会計の補正

 ⽤地会計 ▲ ３７０億円

 特別区財政調整会計（税連動） １２２億円

旧こどもの城敷地購⼊経費を減額補正します。
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